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糸魚川大火と酒田大火の市街地復興
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1976 年の酒田大火は中心市街地で約 1,770 棟焼失、被災市街地面積は 22 .5ha となった。火
災直後に建築規制を行い、その間に行政主導で土地区画整理事業の区域を都市計画決定し
て、基盤整備による市街地復興に取り組んだ。この酒田大火の復興は、1995 年の阪神・淡路
大震災における被災市街地復興のモデルとなり、酒田モデルと言われた。40 年後の 2016 年











































































































































































































生してきた。戦後でも、1947 年 4 月 20 日の飯田
大火（焼失市街地 159ha、3,472 棟：4,010 戸）、
1952 年 4 月 17 日の鳥取大火（焼失市街地 160ha、
5,228 戸：戦後最大）、1955 年 10 月 1 日の新潟大
火（焼失市街地 25 .7ha、892 棟：972 戸）、1956 年
3 月 20 日の能代大火（焼失市街地 31 .5ha、1,475
棟）、1956 年 8 月 18 日の大館大火（焼失 650 棟：
770 戸）、1956 年 9 月 10 日の魚津大火（焼失 1,583
戸）は、いずれも、フェーン現象による南風や東
風のもとでの大火となった。そして、2016 年 12
月 22 日の糸魚川大火も、季節は 12 月下旬であっ
たが気象条件としてはフェーン現象下の激しい南
風による大火であった。
一方、1932 年 12 月 21 日の糸魚川大火（焼失
380 棟）、1949 年 2 月 20 日の能代大火（焼失市街
地 83 .6ha、2,237 棟）、そして 1976 年 10 月 29 日の
酒田大火（焼失市街地 22 .5ha、焼損 1,822 棟）等
は、北西からの強い季節風による大火である。
表 2 は、1976 年 10 月 29 日強い西北西の季節風
のもとで発生し、約 10 時間で 1,800 余棟の建物を
焼損し、22 .5ha の市街地を灰塵に帰した酒田大火
と、その 40 年後の 2016 年 12 月 22 日にもかかわ
らずフェーン現象での強い南風のもとで発生し、




大火を 47 回も被災している。そのうち 7 回が
1000 戸 以 上 の 大 火 で、 明 治 以 降 で は 明 治 27
（1894）年 10 月の庄内地震時で、全壊 1,585 戸に
対し焼失 1,747 戸であった。昭和 51（1976）年 10
月の酒田大火は、それ以来の 82 年ぶりの大火と
なった（写真 1）。その間には、明治 33（1900）年
6 月に 96 戸焼失する浜中大火のみであった。
酒田大火は昭和 51（1976）年 10 月 29 日 17 時














鎮火日時 10.30/5:00 頃 12.23/16:30
気象条件
瞬間最大風速 26.7m/ 秒 27.2m/ 秒
風　向 西北西（季節風） 南（フェーン）
焼損棟数
全焼住家 1,016 棟 120 棟（店舗等含）
半焼等・非住家 8 棟・805 棟 27 棟（店舗等含）
焼失市街地面積 22.5ha 4ha
罹災
居住世帯 1,023 世帯 145 世帯
店舗等 543 事業所 56 事業所
応急仮設住宅の建設 198 戸（6 カ所） 見なし仮設提供（公営 49 戸 ･ 民営 179 戸）


































































糸魚川大火は、平成 28（2016）年 12 月 22 日
（木）の 10 時 20 分頃に発生し、炎を抑える鎮圧
3）
が































昭和  3 年 188 棟 119 世帯 504 人
昭和  7 年 380 棟 332 世帯 1,791 人
昭和 29 年 42 棟 27 世帯 113 人











































































































全焼住家 1,016 棟 120 棟（店舗等含）
半焼等・非住家 8 棟・805 棟 27 棟（店舗等含）
罹災　
家屋
居住世帯 1,023 世帯 145 世帯



















土地先行取得 16.4 千 m2 7.7 千m2
土地区画整理（実質減歩率） 区画数 1,090 → 944（12.36％） 区画数 159 → 64（3.49％）※2市有地分
都市計画道路 4,459m 0m
区画街路 4,553m 1,220m ※ 2 買収による整備
公園 5 所（7,241m2） 2,733㎡（防災広場）1,343m2（にぎわい創出広場）
市街地再開発 5 棟（38 千 m2）※1 －
商店街近代化 243 店（42 千 m2）※1 －
駐車場整備 中央公園地下（3,240m
2）










公営住宅 6 棟（144 戸） 1 棟（18 戸）







11 月 1 日（鎮火の 3 日目）に公告し、それは 11





月 4 日（鎮火の 6 日目）に、同審議会は酒田都市
計画大火復興土地区画整理事業を決定し、山形県












失区域の 10％に相当する 23,000m2 の土地の先行
取得（買収）を広報（11 月 6 日「広報さかた災害




11 月 26 日（鎮火から 4 週間後）には土地区画
整理事業計画案が縦覧された。住民らの反対意見
を含む多様な意見があり決して合意形成されてい






1976. 10. 29 映画館より出火（17 時 40 分頃）
1976. 10. 30 酒田大火鎮火（午前 5 時：焼失区域 22.5ha）建設省・山形県より復興支援技師ら到着
1976. 10. 31 国 ･ 県 ･ 市の復興プロジェクトチーム結成（10.30 夜〜 11.2 午前中に復興計画原案の作成）
1976. 11. 1 建築基準法第 84 条建築制限区域の設定（2 日朝刊公告）
1976. 11. 2 酒田都市計画審議会に復興都市計画を提案（午後に TV・新聞で市民に公表／説明会を開始）
1976. 11. 4 酒田都市計画火災復興土地区画整理事業（計画区域 32.1ha）の決定→　県都市計画審議会に申請
1976. 11. 5 酒田都市計画土地区画整理事業（案）の縦覧公告（山形県告示第 1727 号）。市議会に説明
1976. 11. 6 「広報さかた災害速報告知板（第 6 号）」で「用地買収」の呼びかけ（12 月迄に 16.4 千 m2 取得）
1976. 11 〜 組織・個人から復興計画反対意見が増大していった
1976. 11. 24 「酒田市市街地再開発計画委員会」の発足
1976. 11. 26 土地区画整理事業（案）の決定（県告示第 1819 号）
1976. 12. 18 「酒田大火災復興自治会協議会」の結成
1976. 12. 28 土地区画整理事業計画の決定（県告示第 2002 号）建設大臣承認
1977. 1. 11 事業計画変更案の組織団体へ説明し了承を得る
1977. 2. 15 土地区画整理事業計画の変更告示（県告示第 257 号）
1977. 3. 28 中町 B ブロック再開発準備組合が発足
1977. 4. 3 土地区画整理事業の説明会を終了
1977. 5. 2 市街地再開発事業「中町④⑤街区 高度利用地区・再開発促進区域」の都市計画決定
1977. 8. 31 土地区画整理事業の「仮換地指定」完了（全権利者数 1,006 人が換地先を了承し、換地先での再建が可能に）
出所：中林作成
102 研究紀要『災害復興研究』第 11号













944 件、全権利者 1,006 人）の位置を決定する「仮
換地指定」は、大火の 10 カ月後 1977 年 8 月 31 日
に完了した。これにより、同 11 月 27 日に土地区
画整理事業計画案の法定縦覧を行い、大火から





事業区域を含めて 32 .1ha の 84 条建築制限区域の
設定公示後に話し合いが進められた。そして、
1976 年 11 月 24 日（鎮火から約 4 週間後）に、酒
田市市街地再開発計画委員会が発足し、事業に向
けての合意形成を進め、1977 年 3 月 28 日（鎮火
から約 5 カ月後）に「中町 B ブロック再開発準備
組合」が発足した。最初の復興市街地再開発事業
に向けて「中町④⑤街区再開発促進区域・高度利



















店会と 19 の自治会を 4 ブロックにまとめて、ブ
ロックごとに説明会を開催し、住民らの合意を得



























が必要であるとして、1976 年 11 月 8 日の夜から
個人相談所も同時並行で開設した。最終的に、個
人相談所は 1977 年 2 月まで約 4 カ月間継続し、延
1,034 件の相談があった。また、土地区画整理事
業にかかわる説明会は 1977 年 4 月 3 日までの約 5




11 月 26 日（鎮火から 27 日後）には、県都市計
画審議会で土地区画整理事業（案）が決定され、
翌日から縦覧手続きが開始された。縦覧期間後の


















































































































の把握のために、鎮火から 25 日後となる 2017 年
1 月 16 日に第 1 回被災者意向調査が始まった。修
復型復興まちづくりの事業スキームとして「社会
資本総合整備計画（防災・安全）」が 1 月 20 日（出
火から 30 日目）に立ち上げられた。
糸魚川市の復興行政体制として復興推進課が産
業部に新設されたのが同 2 月 1 日、国・県・市の
実務担当者会議である「糸魚川復興まちづくり推




2016 .12. 22 糸魚川大火出火（10 時 20 分頃）
2016. 12. 23 糸魚川大火鎮火（16 時 30 分頃）
2016. 12. 26 新潟県が被災者生活再建支援チーム（リエゾン）を派遣
2016. 12. 27 第 1 回被災者説明会
2016. 12. 28 政府調査団視察
2017. 1. 6 被災地のガレキ撤去を開始
2017. 1. 16 被災者意向調査開始（1 回目）
2017. 1. 20 社会資本総合整備計画（防災・安全）を立ち上げ
2017. 2. 1 糸魚川市産業部に復興推進課を新設
2017. 2. 3 糸魚川復興まちづくり推進協議会（国県市実務担当者会議）を設置
2017. 2. 19 「建築行為見合わせのお願い」の表明　※建築基準法に基づく第 84 条建築制限ではない
2017. 3. 2 糸魚川市駅北復興まちづくり計画検討委員会を設置
2017. 3. 21 UR 都市機構と復興まちづくりの推進に向けた覚書交換
2017. 8. 22 『糸魚川市駅北復興まちづくり計画』の公表
2017. 9. 27 街区ごとの敷地整序型土地区画整理事業　事業認可（5 ブロック中の 2 ブロック、他は合意形成後に順次認可）
2017. 9 用地測量や当初保存していた建物基礎を含めたガレキ撤去が完了（仮換地を指定）し、被災地内での再建が可能に市道拡幅改良工事に着手
2017. 10. 23 復興まちづくり情報センターを開設（被災地近隣空店舗を利用）
2018. 1. 22 防災街区整備地区計画の決定防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行
2018. 3 駅北地区広場等基本構想・設計策定に着手
2018. 4. 11 土地区画整理事業　換地処分公告（5 ブロック中の 1 ブロック、他は換地確定後に順次公告）
2018. 6. 28 駅北復興公営住宅建設工事に着手
2018. 10 駅北地区広場実施設計業務の完了と工事着手
2018. 10 にぎわい創出広場実施設計業務に着手
2019. 2. 22 リノベーションスクール＠糸魚川を開催（〜 24 日）
2019. 4. 9 駅北復興公営住宅竣工式、防災広場完成植樹会
2019. 7. 5 にぎわい創出広場建設工事に着手





ら 60 日目の同 2 月 19 日に「建築行為見合わせの
お願い」が表明された。




興まちづくり計画」は、大火から 243 日後の 2017






















ロック中 2 ブロックの事業認可は、2017 年 9 月 27
日（大火から 279 日目）になされた。その土地の
所有移転等の手続きを終えて土地区画整理事業換
地処分は、最初の街区（ブロック）が翌 2018 年 4










































































100 名以上の全被災者を対象に、発災 5 日後の












































最低限度 5m、間口率 7/10 以上など























魚川市を同意施行者とする個人施行（法 3 条第 1
項）」の土地区画整理事業を 5 地区、約 1 .2ha で実
施することになった。関係権利者全員の同意が条
件であるものの、街区単位の小規模な範囲が対象















































表 7 の「被災後の生活復旧」と「10 年間の変化」
について再建・回復の時期を、鎮火当日（1 日）、
3日後、6日後、14日後、1-6カ月後、1-4年後ま


























































































1 避難生活（避難所での生活期間） 6 生活安定（生活が落ち着いた日）
2 別居期間（家族が一緒に生活を始めた日） 7 収入回復（世帯収入が元に戻った日）
3 買物（初めて買物をした日） 8 仮住居期間（自宅で生活を始めた日）
4 炊事（自分で食事を作り始めた日） 9 自宅再建開始
5 生活資金（初めて生活資金を引き出した日） 10 自宅再建完了
A 復興計画協議開始 E 復興事業計画原案作成 I 核店舗マリーン 5竣工
B 復興計画原案作成 F 仮設住宅建設 J 立体駐車場竣工
C 住民説明会開始 G 土地区画整理事業決定 K 復興まつり開催






















約 18%、3 カ月目で約 45%、6 カ月目で約 52%、1





年後で約 23%、2 年後で約 90% である。一方、被
災地内で商店街近代化事業による共同化を進めた
店舗等の再建は、1 年後で約 10%、2 年後で約









で約 6%、1 年半後で約 8%、2 年後で約 15%、4 年


















1 避難生活（避難所での生活期間） 6 生活安定（生活が落ち着いた日） 11 店舗再開開始
2 別居期間（家族が一緒に生活を始めた日） 7 事業資金（初めて事業資金を引き出した日） 12 店舗再建完了（店舗復興）
3 買物（初めて買物をした日） 8 仮営業開始（仮営業を始めた日：休業期間） 13 自宅再建開始
4 炊事（自分で食事を作り始めた日） 9 仕事安定（仕事が落ち着いた日） 14 自宅再建完了（自宅復興）
5 生活資金（初めて生活資金を引き出した日） 10 仮住居期間（自宅で生活を始めた日） 15売上回復（売上げが元に戻った日）
A 復興計画協議開始 E 復興事業計画原案作成 I 核店舗マリーン 5竣工
B 復興計画原案作成 F 仮設住宅建設 J 立体駐車場竣工
C 住民説明会開始 G 土地区画整理事業決定 K 復興まつり開催



























































































































































12 月 22 日に糸魚川大火が鎮圧された翌日以
降、復興への行政の初動対応は、自然災害に認定
表 8 戦後の火災からの復興土地区画整理事業の推進過程とその比較
都市名 飯田大火 能代大火 鳥取大火 新潟大火 能代大火 酒田大火 糸魚川大火
火災発生年月日 1947.4.29 1949.2.20 1952.4.17 1955.10.1 1956.3.20 1976.10.29 2016.12.22
焼失市街地面積 72.7ha 83.3ha 152ha 25.9ha 31.5ha 22.5ha 4.0ha
区画整理等区域面積 72.3ha 72.2ha 185ha 35.7ha 40.0ha 32.0ha 1.3ha
基本方針決定 8 日 4 日 4 日 4 日 3 日 3 日 243 日
区画整理計画案決定 54 日 40 日 8 日 9 日 20 日 7 日 243 日
区画整理事業決定 101 日 79 日 15 日 12 日 60 日 28 日 279 日





















「被災者意向調査」は不可欠であり、1 月 16 日（鎮






























1 日には復興推進課が新設され、同 3 日に国・県・
市の実務担当者会議としての「糸魚川復興推進協
議会」が設置された。3 月 2 日には「糸魚川駅北
復興まちづくり計画検討委員会」が設置され、議



























































































































































2）	 昭和以降の糸魚川の大火は 4 件であるが、うち 1 件
（1932 年：380 棟焼失）は西からの季節風によって内陸に
向かって燃え広がった大火であるが、他の 3 件（1923 年：
188 棟焼失、1954 年：42 棟焼失、2016 年：147 棟焼失）
は海に向かって燃え広がるフェーン現象時に特徴的な南
風による延焼拡大である。
3）	 炎を消し止め火災の拡大を封じたことが「鎮圧」で、
その後すべての火種を消し終えた時が「鎮火」というが、
酒田大火では鎮圧を鎮火としている。
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